
（単位：百万円）

項 目

貯 金 4,122,577 4,041,456 4,127,517

貸 出 金 454,775 473,697 479,258

預 け 金 3,112,822 2,939,848 3,081,284

有 価 証 券 等 837,817 910,051 879,204

（注）　１．貯金には譲渡性貯金を含めて表示しています。

　　　　２．有価証券等には金銭の信託・買入金銭債権を含めて表示しています。

（単位：百万円）

項 目

経 常 収 益 25,032 20,739

経 常 費 用 16,763 14,511

経 常 利 益 8,269 6,228

当 期 剰 余 金 6,694 4,849

（注）　令和元年度（令和元年９月期）及び令和２年度（令和２年９月期）は、半期ベースの実績です。

　　　　また、令和元年度（令和２年３月期）は、年間ベースの実績です。

（単位：百万円）

項　　　　目

（注）　金融庁・農林水産省告示第２号「農業協同組合等がその経営の健全性を判断するための基準」に基づき算出してお

　　　　ります。

　一般に自己資本比率とは、貸出金や有価証券等で運用している「総資産」に対する「自己資本」の割合をいいます。

不測の事態における金融機関の拠り所は自己資本であり、自己資本比率は、金融機関の健全性を測る重要な指標です。

農業協同組合法等の法令では、自己資本比率が４％未満（国内基準）のＪＡ・信連に対し、経営の改善及び業務の停止等の

命令が発令されることが規定されていますが、令和２年９月期の当会の自己資本比率は１４.７４％と発令基準である４％を

大きく上回っています。

令和元年９月期 令和２年３月期 令和２年９月期

13.85% 14.74%

229,002

664

228,338

1,692,662

13.48%自己資本比率（(ハ)／(ニ)）

34,126

262,988

637

262,351

1,779,762リスク・アセット等の額の合計額　（ニ）

自己資本の額（(イ)－(ロ)）　（ハ）

コア資本に係る調整項目の額　（ロ）

コア資本に係る基礎項目の額　（イ） 238,401

623

237,778

1,716,468

令和元年９月期 令和２年３月期 令和２年９月期

《 参 考 》
令和元年度（令和２年３月期）

39,662

5,536

4,823

令和２年度（令和２年９月期）令和元年度（令和元年９月期）

業 績

１．主要勘定の状況

２．損益の状況

３．単体自己資本比率（国内基準適用）
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　＜金融再生法に基づく開示債権＞ (単位 : 百万円)

債 権 区 分

破 産 更 生 債 権 及 び
こ れ ら に 準 ず る 債 権 － － 0

危 険 債 権 6,948 7,893 6,419

要管理債権 （貸出金のみ） － － －

小 計 6,948 7,893 6,419

正 常 債 権 450,368 468,470 475,378

合 計 457,317 476,364 481,798

6,927 7,875 6,402

担 保 ・ 保 証 3,225 3,017 1,647

引 当 3,701 4,857 4,755

　＜リスク管理債権＞

区 分

破 綻 先 債 権 額 － － －

延 滞 債 権 額 6,062 7,109 6,413

３か月以上延滞債権額 － － －

貸 出 条 件 緩 和 債 権 額 － － －

合 計 6,062 7,109 6,413

〔用語の説明〕

　＜金融再生法に基づく開示債権＞

　　○　破産更生債権及びこれらに準ずる債権

　　　　　破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する

　　　　債権及びこれらに準ずる債権

　　○　危険債権

　　　　　債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の

　　　　回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権

　　○　要管理債権

　　　　　３か月以上延滞債権で「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」及び「危険債権」に該当しないもの及び貸

　　　　出条件緩和債権

　　○　正常債権

　　　　　債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がないものとして、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、

　　　　「危険債権」及び「要管理債権」以外のものに区分される債権

　＜リスク管理債権＞

　　○　破綻先債権

　　　　　元本又は利息の支払いの遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁

　　　　済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下、「未収

　　　　利息不計上貸出金」という）のうち、法人税法施行令第96条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は

　　　　同項第４号に規定する事由が生じている貸出金

　　○　延滞債権

　　　　　未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の

　　　　支払いを猶予した貸出金以外の貸出金

　　○　３か月以上延滞債権

　　　　　元本又は利息の支払いが約定支払日の翌日を起算日として３か月以上遅延している貸出金（破綻先債権及び

　　　　延滞債権を除く）

　　○　貸出条件緩和債権

　　　　　債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払い猶予、元本の返済猶予、債

　　　　権放棄、その他債務者に有利となる取決めを行った貸出金（破綻先債権､延滞債権及び３か月以上延滞債権を

　　　　除く）

保 全 額

令和元年９月期 令和２年３月期 令和２年９月期

令和２年９月期令和２年３月期令和元年９月期

４．不良債権の状況
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　＜有価証券＞ （単位：百万円）

区 分

令和元年９月期

売 買 目 的

満 期 保 有 目 的

そ の 他

合　　　　　　　　　計

令和２年３月期

売 買 目 的

満 期 保 有 目 的

そ の 他

合　　　　　　　　　計

令和２年９月期

売 買 目 的

満 期 保 有 目 的

そ の 他

合　　　　　　　　　計

（注）　１．本表記載の有価証券の時価は、期末日における市場価格等に基づく時価により計上したものです。

　　　　２．取得価額は、取得原価又は償却原価によっています。

　　　　３．売買目的及びその他の有価証券については時価を、満期保有目的の有価証券については取得価額を

　　　　　　貸借対照表価額としています。

　　　　　　また、売買目的の有価証券の評価損益については、当該期の損益に含まれています。

　＜金銭の信託＞ （単位：百万円）

区 分

令和元年９月期

運 用 目 的

満 期 保 有 目 的

そ の 他

合　　　　　　　　　計

令和２年３月期

運 用 目 的

満 期 保 有 目 的

そ の 他

合　　　　　　　　　計

令和２年９月期

運 用 目 的

満 期 保 有 目 的

そ の 他

合　　　　　　　　　計

（注）　１．本表記載の金銭の信託の時価は、期末日における市場価格等に基づく時価により計上したものです。

　　　　２．取得価額は、取得原価又は償却原価によっています。

　　　　３．運用目的及びその他の金銭の信託については、時価を貸借対照表価額としています。

　　　　　　また、運用目的金銭の信託の評価損益については、当該期の損益に含まれています。

11,015

527,602 569,268 41,666

690,958 743,635 52,677

－ － －

149,172 157,639

取 得 価 額 時 価 差 額

1,023 1,019 △ 3

162,332 173,347

8,466

638,598 670,984 32,385

787,771 828,623 40,851

577,720 618,101 40,380

710,631 759,038 48,406

－ － －

132,910 140,936 8,026

取 得 価 額 時 価 差 額

3,298 3,293 △ 4

－ － －

80,710 81,914 1,203

84,009 85,208 1,199

3,241 3,241 －

－ － －

86,547 83,114 △ 3,433

89,789 86,355 △ 3,433

3,241 3,271 29

－ － －

91,375 91,020 △ 355

94,616 94,291 △ 325

５．有価証券等の時価情報
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